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1.1 本研究の背景 
 1.1.1 社会の要請 
持続可能な循環型社会の構築は人類の最大課題であり，人口問題や食糧問題ととも
に，エネルギー問題とは常に向き合わなければならない．人類は 18 世紀の産業革命
以降，石炭・石油などの化石燃料をエネルギー源として急速に文明を発達させてきた．
しかし，1973 年・1979 年のオイルショックを機に IEA（International Energy Agency，
国際エネルギー機関）(1)が設立され，世界再生可能エネルギーに関する国際的議論が
始まり，多くの国が石油に代わるエネルギー源を模索し始めた(2)．その後，1980 年代
から 1990 年代にかけて石油価格が低迷するにつれ(3)，一度その熱は冷め始めたが，地
球温暖化をはじめとする地球環境問題が顕在化するにつれ，「京都議定書」が 2005 年
に発効されるなど(4)，環境問題を配慮して再生可能エネルギーが再び注目されるよう
になった．我が国でも，1997 年「新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法（新
エネ法）」の施行(5)，2002 年「電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別
措置法」の施行(6)などを背景に再生可能エネルギーの導入量は増加し，図 1-1(7)に示す
ように 1973 年に 9.2%だった一次エネルギー自給率は，2010 年には 19.9%まで改善さ
れた．しかし，2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災による福島第一原子力発電
所の一連の事故に起因する原子力発電所運転停止に伴い，一次エネルギー自給率は
2010 年の 19.9%から 2011 年に 11.2%，2012 年に 6.0%と短期間で顕著に低下している
(7)．図 1-1 に示すように OECD（Organization for Economic Co-operation and Development，
経済協力開発機構）諸国 34 か国の中でも極めて低水準であり，再生可能エネルギー
の開拓を一層進展させる必要がある． 
風力発電や太陽光発電など様々な再生可能エネルギー開発にさらに拍車がかかる
なか，その中でも，地球表面の約 70%を占める海洋は，理論上 7,400 EJ/年の膨大な潜
在エネルギーを包蔵しているため(2)，最も魅力的なエネルギー資源である．また，と
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りわけ日本に目を向けると，領土面積は世界 61 位だが，領海・排他的経済水域の広
さは世界 6 位であり，海洋は膨大なエネルギー回収可能面積を保持していることは図
1-2
(8)を見ても一目瞭然である．IEC（International Electrotechnical Commission，国際電
気標準会議）(9)では海洋エネルギーに関する規格化を欧州主導で精力的に進めている
が，残念ながら日本は実績不足で傍観的立場にある．日本においても過去に基礎的研
究は進められており，当時は世界を先導していたが，予算の縮小等により実用化段階
の研究が進まず日本の研究開発進度は欧米に 10 年遅れていると言われ(10)，図 1-3(10)
からわかるように，国別の主要な波力・潮流発電プロジェクトの約 6割が欧州である．
そこで，NEDO（New Energy and Industrial Technology Development Organization，新エ
ネルギー・産業技術総合開発機構）は平成 23 年度に海洋エネルギーの開発に腰を上
げ，平成 27 年度発電コスト 40 円/kWh の達成を目指す実証試験，平成 32 年 20 円/kWh
を目指した発電機器の技術開発を柱とした新規技術の開発に乗り出した(11)．しかしな
がら，なかんずく日本に猶予はなく，今日のエネルギー危機に立ち向かうべく，早急
に研究開発を確立させ，再生可能エネルギーの確保に向けて全速力で進まなければな
らない． 
 
 
 
 
第 1 章 序論 
 4 
 
図 1-1 OECD 諸国の一次エネルギー自給率(7) 
 
図 1-2 日本の領海および排他的経済水域の範囲(8) 
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図 1-3 各国の主要な海洋エネルギー技術開発件数(11) 
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 1.1.2 エネルギー資源 
前述のように海洋は膨大なエネルギーを埋蔵しており，表 1-1(2)に示すように再生
可能エネルギー源としては太陽エネルギーに次ぐ理論ポテンシャル（理論的に算出す
ることができるエネルギー埋蔵量）を保持している．海洋エネルギーは，海洋温度差
発電（表層の温かい海水（表層水）と深海の冷たい海水（深層水）との温度差を利用
する発電．図 1-4）(10)，潮流発電（潮流は月と太陽の引力で生じる周期的な変動であ
る潮汐によって起こる水平方向の流れであり，その運動エネルギーを利用する発電．
図 1-5）(12)，波力発電（振動する波のエネルギーを利用する発電．）などに分けること
ができる．以上すべてを合計した世界規模の技術的ポテンシャル（実証済み及びこれ
から開発される可能性の高い技術や実践を全面的に実施することで取得可能となる
再生可能エネルギーの出力総量）は 331 EJ/年であり，このうち，波力発電（20 EJ/
年）は海洋温度差発電（300 EJ/年）に続き，圧倒的な割合を示す(2)． 
海洋の波エネルギーは，風から海洋に置換されるエネルギーであり，風が海洋上で
吹くと，空気と海洋の相互作用により風エネルギーの一部が水に伝わり，波を起こす．
波は，この位置エネルギー（平均水位から移動した水量）と運動エネルギー（水粒子
の動き）から形成される．図 1-6(2)に洋上波力の年間平均を示した世界地図を示す．
世界的には，北大西洋，北太平洋，南米の南岸，南オーストラリアの海域に大きな波
力エネルギーが存在している．また，偏西風の影響によって，一般に大陸西海岸が大
きく，東海岸は小さい傾向にある．対して，日本近海の波力エネルギーポテンシャル
については NEDO による「海洋エネルギーポテンシャルの把握に係る業務」において
詳しく試算されている（図 1-7(8)）．房総半島から東北の沖にかけて年間平均 15 kW/m
を超える高いポテンシャルが存在することがわかる．伊豆諸島から八丈島，宮古島か
ら石垣島の周辺も 15～20 kW/m のポテンシャルをもつ海域が存在する(8)．波力エネル
ギーの賦存量（沖合 100 km まで）は 195 GW と試算されており，これは 2010 年の大
手電力会社 10 社の総発電容量（約 207GW）に相当する(10)． 
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表 1-1 再生可能エネルギーの理論ポテンシャル(2) 
再生可能エネルギー源 年間フラックス（EJ/年） 
バイオエネルギー 1,548 
太陽エネルギー 3,900,000 
地熱エネルギー 1,400 
水力エネルギー 147 
海洋エネルギー 7,400 
風力エネルギー 6,000 
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図 1-5 潮流発電システム(12) 
 
図 1-4 海洋温度差発電(10) 
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図 1-6 年間平均洋上波エネルギーの分布(2) 
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図 1-7 波力エネルギー密度（1 年平均）(8) 
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1.2 波力発電の現状 
 1.2.1 波力発電システムの種類 
本項では，NEDO 再生エネルギー技術白書(10)，永田修一氏による報告(13)に記述され
ていることを中心に，波力発電システムの種類を整理する． 
波力発電システムは主に振動水柱型（Oscillating Water Column type :OWC），越波型
（Overtopping type），可動物体型（Movable bodies）の 3種類に区別される．波のエネ
ルギーを電気エネルギーへ変換する PTO システム（Power Take-Off System）について
も上記したシステムに対応して様々な方法がとられる． 
（1）振動水柱型 
装置内に空気室を設け，海面の上下動によって生じる空気室内外の圧力差により空
気タービンを回転させる方式である．構造が簡素で，台風などの異常波浪に対する構
造物の対策が比較的採りやすく，波力発電の中では安全な形式とされている．また，
設置形式の観点から，装置を沖合または沿岸に固定設置する固定式と，海面または海
中に浮遊させる浮体式に分けられる．図 1-8(14)は，三菱重工鉄鋼エンジニアリング（株）
が開発中の固定式振動水柱型発電装置である．防波堤全面に鉛直に張り出したプロジ
ェクティングウォールにより，エネルギー吸収効率を向上させている．対して，図
1-9
(10)は 1965年に海上保安庁に採用された世界で最初に実用化された浮体式振動水柱
型発電装置であり，世界で広く用いられている． 
（2）越波型 
 越波型波力発電システムは，波を貯水池などに越波させて貯留し，貯水面と海面と
の高低差を利用して海に排水する際に，タービンを回して発電する方式で，振動水柱
型と同様，固定式と浮体式がある．図 1-10(15)に示す固定式越波型波力発電装置は海底
に装置を固定し，傾斜板により波エネルギーを位置エネルギーに変換する仕組みであ
る．浮体式越波型発電装置 Wave dragon（図 1-11）(16)は越波した波を貯水池に貯め発
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電する仕組みである．  
（3）可動物体型 
可動物体型波力発電システムは，可動物体を介して波の作用による運動を機械的エ
ネルギー等に変換して発電するシステムであり，沖合に設置される波力発電装置の主
流である．可動物体型はさらに細分化でき，以下に代表的装置を示す．（a）Point 
absorber；2 つの軸対象剛体の相対運動によるエネルギーを油圧で取り出す（図 1-12）
(17)．（b）Attenuator；波の進行方向に装置を設置し，浮体連結部にシリンダーポンプ 2
台と可変容量型モータ 1台を組み合わせ，油圧変速機を使用して発電機駆動を行う（図
1-13）(18)．（c）Oscillating wave surge converter（OWSC）；板の振動に伴い，高圧の水
が海底のパイプを通して海岸に送られ，陸上の水力発電装置を用いて発電する（図
1-14）(19)．（d）Submerged pressure differential；海底等に固定された構造物とその上の
波によって上下する浮体からなり，リニア発電機を用いて発電する（図 1-15）(20)．（e）
Collector；浮体式の装置で，装置の吐出水流に回転を与え，その回転流で水車を駆動
する（図 1-16）(21)(22)． 
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図 1-8 ユニット型多重共振波力発電装置（固定式振動水柱型）(14) 
 
図 1-9 益田式航路標識用ブイ（浮体式振動水柱型）(10) 
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図 1-10 越波型波力発電装置（固定式越波型）(15) 
 
図 1-11 Wave dragon（浮体式振越波型）(16) 
 
第 1 章 序論 
 15 
図 1-12 パワーブイ（Point absorber）(17) 
 
図 1-13 Pelamis（Attenuator）(18) 
 
出力変換プラント 
（水力発電） 波力エネルギー
変換装置 
高圧水路 
海水ピストン 
図 1-14 Oyster wave energy converter（Oscillating wave surge converter）(19) 
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図 1-15 Wave swing（Submerged pressure differential）(20) 
 
図 1-16 Wave swing（Collector）(22) 
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 1.2.2 往復流型波力タービンの種類 
波力発電（振動水柱型）では，往復流中でも常に同一方向に回転するウェルズター
ビンあるいは衝動タービンが主に用いられる．以下のように，これらのタービンの特
性改善に関する試みが盛んに行われ，タービンの性能と起動特性が比較・検討されて
いる(23)． 
（1）ウェルズタービン 
ウェルズタービンは，図 1-17(24)(25)に示すように，ハブに対称翼を取付角 0°で取り
付けただけの単純構造を有する．図 1-18 に速度三角形を示す．ここに，u は周方向速
度，v は絶対速度，w は相対速度を示す．相対速度 w のベクトルに平行な抗力 FDとそ
れに垂直な揚力 FL の合力 F の回転方向成分 FT によってランナが回転する．図 1-18
からわかるようにタービンの出力トルクは小さく，特にタービン起動時に著しく小さ
くなる．そのため，性能改善とともに起動特性改良に対する研究が精力的に行われて
いる(26)．また，案内羽根やランナ形状の影響が研究され（図 1-19）(27)(28)，自己可変
ピッチ翼を有する波力タービン（図 1-20）(29)や複葉式ウェルズタービン（図 1-21）(30)
など往復流タービン独自の進化をしている．  
（2）衝動タービン 
衝動タービンは，タービンの高効率，低速化を狙い開発されたタービンであり，図
1-22
(25)(31)に示すように動翼前後に案内羽根が設けられており，流れの角運動量変化に
よりタービンは回転する．衝動タービンについても案内羽根やランナ形状の影響など
様々な研究が行われ(32)(33)，ツイン衝動タービン(34)なども開発されている．また，ウ
ェルズタービンと同軸で作動させ起動特性を改善する方法も考案されている(35)．衝動
タービンは作動・起動特性両面においてウェルズタービンより優れていることが明ら
かにされ (23)，ウェルズタービンに替わるタービンとして注目されている．
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図 1-18 ウェルズタービンの速度三角形 
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図 1-17 ウェルズタービン(24)(25) 
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図 1-21 複葉式ウェルズタービン(24) 
 
図 1-19 案内羽根付ウェルズタービン(24) 
 
図 1-20 可変ピッチ翼を有するウェルズタービン(24) 
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図 1-22 衝動タービン(25)(31) 
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 1.2.3 課題と問題点 
現在，英国を中心に各国でフルスケールあるいは半分程度に縮小した波力発電装置
の実証試験が実施されている．英国では Pelamis（図 1-13）(18)や Oyster（図 1-14）(19)
などの実証試験が行われ，両者は現在，最も実用化に近いと言われている．また，我
が国では，平成 23 年に機械式波力発電（図 1-12）(17)，空気タービン式波力発電（図
1-8）(14)，ジャイロ式波力発電(36)の 3 つの波力発電が NEDO の実証研究プロジェクト
に採択され，実証試験に取り掛かっている(10)．その結果，発電システムの開発に加え
て，システムの製造，設置，運用，保守などを支えるサプライチェーンの構築や，そ
れを支える港湾，作業船，製造施設，管理施設，事務所などの関連するインフラ整備
など，実用化に必要な知識と経験を構築し，実用化に向けた結果が得られつつあるが
(10)，依然として商用前の段階であり，エネルギー源として確立したものはない．そこ
で，波力発電の商用導入を実現させるためには，以下の問題点を克服する新たな発電
システムの提案が必須であろう． 
(1) エネルギー変換効率：風車や水車のように流体エネルギーをそのまま直接タービ
ンの回転エネルギーに変換できないため，エネルギー効率が低い．また，空気タ
ービンの場合，空気室での低変換効率と低密度空気により，タービン出力に限界
が見える． 
(2) 建設コスト・メンテナンス：沿岸に設置する場合，据え付け，掘削などの土木工
事，洋上では海上工事を伴うなめ，経済性が悪く，また，タービンなどを含む複
雑な構造物であるため，メンテナンス性が低下する．建設初期コストが膨大にな
ることは，未だに大容量商用発電所が表れない理由のひとつでもある． 
(3) 安全性：台風や津波などの異常気象や荒天候に対する対策が必要．  
(4) 腐食環境：フジツボなどの付着生物や錆などにより，効率の低下やシステムの故
障をもたらす． 
(5) 送電システム：発電場所から需要地まで送電する必要があり，安全性の高い送電
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ケーブルの設置が必要である．また，送電ケーブルが長い場合，送電ロスが生じ
る． 
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1.3 本研究の目的と意義 
 前述の通り，エネルギー吸収・変換効率の向上や各要素のコスト低減を実現し，
波力発電の導入を促進するためには，解決すべき問題点が多くある． 
そこで，本研究では振動水柱型を応用した新たな波力発電システムを考案し，その
特性を明らかにすることを目的とする．本発電システムは振動水柱型の空気室を排除
し，波浪の上下エネルギーをそのままランナで吸収することで上記問題点を克服する
ものであり，また，本学が世界で初めて考案した特別な発電機を用いることで，大容
量発電，簡易構造によるコストの低減を可能にする．本研究ではその第一歩として新
たな発電システムの性能解明と設計指針の確立に主眼を置いた． 
高出力とコスト低減を同時に実現する本発電システムは，商用発電を目指した斬新
な発想で大容量発電を可能にする第一歩となる．また，発電ユニットは他の波力発電
装置への応用も大いに期待でき，将来の波力発電の発展に寄与できる． 
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1.4 本論文の概要 
詳しい説明は後述するが，本発電システム，浮遊式波浪発電ステーションは浮遊式
プラットフォームと相反転方式発電ユニットから成り立つ．そこで，本論文では，”
浮遊式プラットフォーム”と”相反転方式発電ユニット”の両面から系統的に研究
開発を進めた． 
 
第 1 章では，本研究の背景と目的を述べた．波力のエネルギーポテンシャルは膨大
であり，一面希望を持たせてくれるが，従来技術の延長線上で対応できるほど楽観的
なものではない．残っているだけにあらゆる面で使いづらく，将来に向けて，それぞ
れの海洋環境に適した技術を準備する必要がある．これに応えるため，世界中で様々
な波力発電システムが提案され，実用化に向けて研究開発が進められている．しかし，
低エネルギー変換効率，高発電コストなど，解決すべき課題が多く，未だ新エネルギ
ー源として確立したものはない．このような現状を踏まえ，本研究では新たな波力発
電システムを提案し，その有効性を確認した． 
 
第 2 章では，浮遊式プラットフォームと相反転方式発電ユニットからなる浮遊式波
浪発電ステーションへの着想を述べている．本提案のステーションは，現時点で有望
視されている空気タービンを用いる方式とは異なり，新たな相反転方式発電ユニット
の二段ランナを密度が格段に高い海水で直接駆動する斬新なものである．このランナ
は，波長 1 周期分へだてて一対のフロートを設けたユニークなプラットフォームのフ
ロート中間位置に搭載される．この位置の波浪とプラットフォームの上下動が逆にな
るので，従来の固定式に比べて理論上，ランナに与えられる流速は 2 倍，従って動力
は 8 倍が期待できる．また，回転モーメントがランナ/内外二重回転電機子間で相殺
されて外部に一切反力が働かないので，ワイヤ 1 本で簡単に係留できる浮遊式大容量
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発電を可能にする． 
 
第3章では，浮遊式プラットフォームに着眼して，その挙動と出力について議論し，
設計指針を示した．具体的には，(1)プラットフォームの重量をできるだけ軽くして
波への応答性を良くする．(2)あるいは，プラットフォームの共振点が近くなるよう
に，発電負荷に適したプラットフォーム質量，フロート浮力を調節することが重要で
ある．そのとき，波長に対して約 20%のフロート径を用いればよい．また同時に，フ
ロート間距離と波長にずれが生じたときについて出力特性を調べ，フロート間距離を
波長に追従させる一調節機能を提案した． 
 
第 4 章では，シングルウェルズタイプランナをもつ発電ユニットをプラットフォー
ムに搭載して出力特性を議論した．また，数値解析を用いてランナ周りの流れ状態を
明らかにし，ランナケーシングが出力に与える影響を調べた．その結果，（1）ランナ
をケーシング内に設けると，ステーションの上下振動による速度ヘッドが圧力ヘッド
に変換され，低比速度型ランナとして作用し，ケーシングを設けない場合は風車のよ
うに高比速度型ランナとして作用する．（2）ケーシングを設けた場合のランナを通る
流速はケーシングを取り除いた場合の流速よりも遅くなるが，ケーシングは流れがラ
ンナを通過する際の半径方向流れを抑制し，出力を増加させることなどを明らかにし
た．以上のことを踏まえて，最後にタンデムランナの採用を始めて提案した． 
 
引き続き，第 5 章では，タンデムランナの設計指針を示した．すなわち，前段が失
速点を迎えると後段の回転速度が大きく変化するため，往復流での運転中に前段が失
速しないように回転速度を調節することが重要である．タンデムランナの最高効率は
48%であり，それをシングルランナとして用いた時の最高効率 46%に比べて高く，タ
ンデムランナは流れ方向が周期的に変化する波浪発電に有効である． 
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第 6 章では，本研究で得られた結果および今後の展望を述べた． 
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2.1 諸言 
序論でも述べた通り，近年，英国を始め各国で波力発電が試みられているが，その
発電量は誤差範囲であり，ポスト原子力，エネルギー危機回避に向けて飛躍的な開発
が望まれる．そこで，本研究では，フロートによって海上に浮遊させる浮遊式プラッ
トフォームと，二重回転電機子方式発電機を要した相反転方式発電ユニットによって
構成される全く新しい浮遊式波浪発電ステーションを提案する（図 2-1，特許第
5182755
 (39)
)． 
 
 
Floating type platform 
Counter-rotating type power unit 
図 2-1 浮遊式波浪発ステーション 
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2.2 浮遊式波浪発電ステーション 
 2.2.1 浮遊式プラットフォーム 
 図 2-2に浮遊式プラットフォームの挙動を示す．波浪 1波長隔てた位置にフロート
を設け，その中央部（最大振幅位置）に垂直軸発電ユニットのランナを没水させれば，
ランナ室における波の上下流とプラットフォーム（ランナケーシング）の上下動は逆，
すなわち理想的にはランナに対する相対速度が 2倍，速度エネルギーは 8倍となる（付
録 A）．この着想には OWC のような大規模海洋土木工事によるケーソン（空気室）
が不要となる特筆すべき利点もある．また，図 2-2に示すように発電ユニットケーシ
ングを剛体アームとフロートによって保持しただけの簡単な構造であり，浮体として
容易に移動できることも手伝い，メンテナンスや維持費にも優位性を見いだすことが
できる．後述する相反転方式発電ユニットの特徴によりプラットフォームはワイヤ一
本で係留が可能であるため，波の進行方向変化に対応して自由に海洋上を漂い追従す
ることができる． 
このようなステーションを多重連結して波浪発電ファーム（図 2-3）を構築するの
が最終目標であり，このとき，ステーションセット単位で増設することや，メンテナ
ンスのために 1セット単位での移設，引き揚げが容易となる．実用面では，広いプラ
ットフォーム面に太陽光発電ユニットを設けることも有効となる． 
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Platform: up 
Platform: down 
Ocean wave: down 
Ocean wave: up 
図 2-2 浮遊式プラットフォームの挙動 
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図 2-3 波浪発電ファーム 
 
Ocean wave power farm at offshore
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2.2.2 相反転方式発電ユニット 
 本発電ユニットは二段のウェルズタイプランナと内外二重回転電機子方式発電機
から構成され（図 2-4），お互いの連携プレーにより，発電ユニットとしての力を発揮
する． 
ウェルズタイプランナ：現在の主流はケーソン等による空気室で波のエネルギーを
空気エネルギーに変換してエアータービンを駆動する OWC であるが，一次変換効率
（波浪エネルギーから空気エネルギーへの変換効率）が悪い上に空気を作動流体とす
るため，これ以上の飛躍は望めないかもしれない．そこで着眼点を変えた本発電ステ
ーション用ランナは，空気室を排除し，波浪の上下運動エネルギーをそのまま没水さ
せたランナで吸収することによって，従来技術の弱点を克服しようとするところに特
徴がある．ここで用いるランナは往復流に対しても同方向回転するウェルズタイプラ
ンナ（従来のウェルズランナとは違い，本ランナは水を作動流体とするためウェルズ
タイプランナと呼ぶこととする．）を対象とする． 
内外二重回転電機子方式発電機：上下二段のランナは固定子を持たない発電機の内
外二重回転電機子をそれぞれ逆方向に駆動する．これは，従来型発電機の外側固定子
をも回転子とし，内外二重の回転子を互いに逆方向に回転させる新たな発電機である
（図 2-5）．この発電機は水力発電(40)，風力発電(41)，潮汐発電(42)，潮流発電(43)に展開
され，それぞれの環境に適した優位性をもたらすことが実証されている．本研究では
内外二重回転電機子方式発電機を用いることによって発電ユニットは次のような特
徴をもつ． 
(1) 磁界を切る相対速度が速くなるので，従来型の発電機と比較し発電機径が同じで
あれば起電圧の増大が期待でき，起電圧が同じであれば発電機径の縮小が期待で
きる．よって，倍速機などの機構を介さずに発電機を従来の性能のまま小型化で
き，浮体式発電において重要な要素である，重量を軽減することが可能となる．
さらに，回転速度の減少（キャビテーション対策に有利）を可能にする． 
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(2) 両回転電機子に働く相反回転トルクが同じ点で運転すなわち二段のランナを通る
流れの角運動量変化がそれぞれ同じ(方向は逆)なので軸方向流入すれば軸方向流
出となる(図 2-6)，すなわち本方式は，流れ方向が変わる双方向流に対してうって
つけである．このことは，流れに角運動量を与える，あるいは除去する従前のガ
イドベーンが不要なことを意味し，発電ユニット本体のイニシャルコスト削減に
も連なる．そのため，本発電ユニットにおいて，前述した衝動タービンは適さな
い． 
(3) 両回転電機子間に働く回転トルクが相殺されて外部に反作用としての力が働かな
いためワイヤ一本で係留ができる簡易大容量発電を可能にする． 
 
 
図 2-4 相反転方式発電ユニット 
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図 2-5 従来型発電機と二重回転電機子方式発電機 
 
図 2-6 相反転方式ウェルズタイプランナの速度三角形 
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2.3 本発電ステーションによる課題解決 
 本発電ステーションの優位性に既存技術を取り入れ，項 1.2.3 に記載した課題を以
下のように解決する． 
(1) エネルギー変換効率：(a) 空気室を排除し一次変換効率を省き，高密度海水（空
気の 1000倍）によりランナを駆動する．(b) ランナに与える速度は 2倍，エネル
ギーは 8倍になる．(c) 回転トルク相殺による大型ランナの採用．(d) 相反転によ
る相対速度の高速化．(e) 太陽光などとのハイブリット化によって高出力・高効
率が可能となる．  
(2) 建設コスト・メンテナンス： 固定式では湾岸で大規模土木工事，浮体式では大容
積の空気室を持つため風や波浪による抗力に打ち勝つ係留工事が必要であるが，
本ステーションは出力に比べて風や波浪の抗力が極めて小さいので，テトラポッ
トなどによる投げ込み係留が可能となり，また，ケーソン（空気室）などの大規
模工事が不要であるため，イニシャルコストの低廉化ができる．なお，発電機は
海上に設けることが可能なので，電機系の保守点検は問題ない． 
(3) 安全性：本ステーションは海洋を自由に移動できるため，異常気象時にはステー
ション自体を容易に回収することができる． 
(4) 腐食環境：ランナやケーシングの海洋生物対策として，海水ポンプでの対策技術
（電気防食技術，材料選定等）を流用する． 
(5) 送電システム：洋上風力による送電技術を応用する（図 2-7）(44)．また，本発電
ユニットは出力電圧を高く保つことができるため，送電ロスの低減が可能かもし
れない． 
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図 2-7 送電システム(44) 
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2.4 結言 
本章では，浮遊式波浪発電ステーションを着想した．また，その優位性を示した．
得られた成果を要約すると次のようになる． 
空気タービンを用いる従前からの OWC 方式とは異なり，新たな相反転方式発電ユ
ニットの二段ランナ(互いに逆方向に回転)を密度が格段に高い海水で直接駆動する斬
新なものである．このランナは，波浪 1周期分隔てて一対のフロートを設けたユニー
クなプラットフォームのフロート中間位置に搭載される．この位置の波浪とプラット
フォームの上下動が逆になるので，従来の固定方式に比べて，ランナに与えられる流
速は 2倍，従って動力は 8倍が期待できる．また，発電機内で磁界を切る相対速度が
速くなり（上述の流速増加と合わせると，一般的ランナの回転速度を 4倍にしたこと
に匹敵），かつ回転モーメントがランナ/内外二重回転電機子間で相殺されて外部に一
切反力が働かないので，ワイヤ 1本で簡単に係留できる浮遊式大容量発電を可能にす
る．また，実用化に向けた総合的課題については，他機関での研究を流用することに
よって対応できる． 
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3.1 諸言 
本章では，浮遊式プラットフォームに着眼する． 
序論で述べたように浮遊式発電システムは多く提案されているが，本浮遊式プラッ
トフォームは海洋構造物として今までにない形状であり本研究での用途に沿うもの
は皆無である．発電ユニットが十分に威力を発揮するためには，波浪の振動運動に対
して，フロートの復元力や発電負荷を考慮して，与えられた波浪条件に最適なプラッ
トフォーム形状を求めなくてはならない． 
始めに，実験装置を準備し，前章での着想を実証することにした．また，二次元的
な挙動に限定し，波長とフロート位置が一致する場合と両者がずれた場合が対象とな
るが，重量，浮力，ピッチング，出力の関係把握を行う．同時に，プラットフォーム
振動モデルを導入し，理論的にプラットフォーム挙動を解析し，設計指針を確立する． 
また，プラットフォームの望ましい姿は，一対のフロート位置が波長の変化に追従
し，常に，最大振幅状態を保ち，ランナに最大出力を与えることである．そこで，波
長に合わせてフロート間距離を調節する方法を提案する． 
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3.2 実験装置および実験方法 
 3.2.1 実験装置 
図 3-1 に供試プラットフォームを示す．プラットフォームに働く波進行方向の抵抗
を低減するため，球形フロートを適用した．4 つのフロートの取り付け間隔は長手方
向に変更することができ，直径 170 mm（浮力 2.4 kgf），200 mm（浮力 3.9 kgf），230 
mm（浮力 6.2 kgf）の三種類の球形フロートについて実験を行った．また，プラット
フォーム中央に内径 194 mm，長さ 464 mm のランナケーシングを設置し，その中央
にオリフィスを設けた．オリフィスにおける損失動力はランナ出力を代役し(45)，プラ
ットフォームの運動に減衰を与える．  
図 3-2 に示すように，プラットフォームを浮遊させる水槽は長さ 1812 mm，幅 670 
mm，水深 800 mm である．長手方向の端部に設けた造波装置はフロートを上下方向
に往復運動させるプランジャー型であり（図 3-3），タンクの反対側に消波装置を設
置して反射波を極力弱め，実海域を想定した進行波を発生させた．表 3-1 にハイスピ
ードカメラにより測定した波の諸元を示し，図 3-4 にその一例を示す． ここに，波
の挙動 xW，周期 tW，波長，波高 hW とし，測定はプラットフォームを水槽に浮かべ
ない状態で行った．波の諸言はサインカーブに近似でき，実験に適切であることを示
している． 
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図 3-1 供試プラットフォーム 
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図 3-2 実験水槽 
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図 3-3 造波装置 
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表 3-1 波の諸元 
波周期 tW sec 0.72 0.74 0.76 0.82 0.88 
波長  mm 810 870 910 1050 1160 
波高 hW mm 70 70 70 70 70 
 
 
図 3-4 波の時系列 
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 3.2.2 実験方法 
 図 3-2 に実験方法の概略図を示す．プラットフォームの上下変位 xPをレーザー変位
計，ケーシング部における波の上下変位 xWをハイスピードカメラにより撮影し画像
解析により測定した．また，オリフィス絞り部でのオリフィス間の差圧POを差圧計，
流量 QO（= Av）を熱線風速計により得，式(3-1)に示す損失動力 POを求めた． 
OOO PQP   (3-1) 
 また，Cgを浅水波群速度[式(3-2)]
(21)，hT（図 3-2）を水深とすると，プラットフォ
ーム幅 B（図 3-1）あたりの波浪エネルギーPWは式(3-3)
(21)となる． 
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 波浪エネルギーPWと上記の吸収動力 POより出力係数 CP，時間平均出力係数 CPM
を下式で定義する． 
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3.3 プラットフォームの設計指針 
 3.3.1 プラットフォーム着想の実証 
 図 3-5 にプラットフォームが上下振動運動をしているときのプラットフォームと波
の挙動と出力係数 CPの時系列を示す．XP，XWはそれぞれ静止状態の水面を基準にし
たプラットフォームの上下変位 xP，プラットフォーム中央部における波の上下変位
xWを波振幅 aW = 35 mm で除した無次元挙動である．vZは相対速度[=xW - xP)/t]を
表し，添え字 in，out はそれぞれケーシングの内側，外側の値を示す．D はで除した
無次元フロート直径，wPはプラットフォーム重量，fBは 4 つのフロートを完全に沈め
た時の浮力，AR はオリフィスの絞り比とする．図 3-5 に示すように着想通りプラッ
トフォーム XPが振動する波 XWoutと逆位相で上下振動していることが確認できる．プ
ラットフォームが上昇・下降する時にプラットフォームとケーシング内波の相対速度
vZinは速く，出力係数 CPは高くなる．このとき，重力の影響によりプラットフォーム
が下降する時の出力係数 CPはプラットフォームが上昇する時に比べて大きい．図 3-5
で確認できるように CPは大きく変動しているが，試作品では回転部分の慣性力の影
響によりの出力はある程度一定を保つと考えられる．また，ランナ慣性力の影響はシ
ミュレートされていないため，小さな値を示している．なお，XWinと XWoutに位相ずれ
があるのは，オリフィスにおける減衰力の影響であり，XWoutと XPの位相差（XWout
に対するXPの遅れ）については後項で述べる． 
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図 3-5 プラットフォームの挙動と出力 
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 3.3.2 最適負荷の決定 
 図 3-6 にオリフィスの絞り比が出力に与える影響を示す．絞り比 AR が小さくなる
ほどオリフィス前後差圧POは大きくなるが流量 QOが得られない．両者の掛け算が
発電負荷に比例することになり，AR = 0.024 の時最大の出力係数をとり，これはプラ
ットフォームに設置されたオリフィスが動力を吸収するために最適な絞り比である
ことを示している．以降，本章では AR = 0.024 のオリフィスを搭載して実験した． 
 
図 3-6 オリフィス絞り比が出力係数に与える影響 
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 3.3.3 プラットフォーム重量と位相差の関係 
図 3-7 にプラットフォーム重量がケーシング外波の挙動 XWoutとプラットフォーム
挙動 XPの位相差(図 3-5 で定義)に与える影響を示す．プラットフォーム重量が軽い
時は非常に小さい，すなわちプラットフォームと波が逆位相状態であるが，プラッ
トフォーム重量が重い時，慣性力が大きくなるためは大きくなる，すなわちプラッ
トフォームと波が逆位相状態にない．さらに，図 3-8 に示すように，プラットフォー
ム重量が重いとき，プラットフォームの上昇時間が下降時間よりも長くなり，プラッ
トフォームの振動が不安定になる．以上より，プラットフォームの挙動は wP/fBが小
さい時にプラットフォーム上昇時に波が下降し，プラットフォーム下降時に波が上昇
するという着想通りの理想的状態を実現することが可能である．  
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図 3-7 プラットフォーム重量が位相差に与える影響 
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 3.3.4 プラットフォーム重量と浮力がプラットフォーム挙動と出力に与える影響 
 図 3-9 に，プラットフォーム重量に対する無次元プラットフォーム振幅 APと平均出
力係数 CPMを示す．ここに APはプラットフォーム振幅 aPを波振幅 aWで除した値であ
る．プラットフォーム振幅 APが最大になるときに平均出力係数 CPMは極大値をとる
が，プラットフォーム重量 wP/fBが小さいときには，APが減少するにもかかわらず CPM
は増加する．これは，上記したように XWoutと XPの位相差が小さく，プラットフォ
ームと波の逆位相が理想的な状態で実現されるためである．またこのとき，プラット
フォーム振幅が極大となるときの出力よりも大きな出力が期待でき，さらにプラット
フォーム振幅が小さいことから係留の観点からも有利である． 
図 3-10は無次元フロート直径Dとプラットフォーム重量 wP/fBに対する出力係数目
玉カーブを示す．0.6 wP/fB0.8 の CPM で囲まれる部分だけでなく，プラット
フォーム重量を減らすことで高い出力を得ることがわかる．これらは，それぞれプラ
ットフォームの振幅が極大値をとるとき，プラットフォーム重量が軽いことを表す．
プラットフォーム重量が軽いとき，プラットフォームの振幅が極大値をとるときの出
力より大きな出力を得ることが期待できるが，発電機の出力はその重量にほぼ比例す
るため，高出力を得るためには発電機重量が重くなり，この範囲が実現可能か否かは
今後の課題である．さらにこのとき，一見直径 D が小さい方が，適用箇所が大きいよ
うにみえるが，D = 0.19，wP/fB = 0.6 おいてプラットフォーム重量は 15 kgf（図 3-10
点(a)），D = 0.25，wP/fB = 0.4 おいてプラットフォーム重量は 25 kgf（図 3-10 点(b)）
である．すなわち，プラットフォーム重量が大きいとき，フロート径を大きくするこ
とで高出力を得ることができる． 
以上より，プラットフォーム設計の際，プラットフォームの振幅が極大値をとるよ
うに重量を調節するか，できるだけプラットフォーム重量を軽くすることが必要であ
る． 
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図 3-9 プラットフォーム重量がプラットフォーム挙動・出力に与える影響 
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図 3-10 出力係数目玉カーブ 
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 3.3.5 波周期が出力に与える影響 
 図 3-11 にプラットフォーム振幅が極大値をとる際の無次元フロート直径 D に対す
る平均出力係数 CPMmaxの分布を示す．波の周期 tW（波長）にかかわらず実験範囲で
は D = 0.22 付近で出力は最大値をとる．波長に対してフロート径が大きすぎると波表
面の形状に沿って運動できず，小さすぎるとプラットフォームに働く復元力が小さく
なるため，最大出力が低下すると考えられる．そのため，周期が遅い時は波長に対し
て大きい径のフロートを用いればよい． 
以上より，プラットフォーム重量を振幅が極大値をとるように調節するなら，D = 
0.22 となるようにフロート径を決定する．あるいは，共振点が合うような重量を考慮
しながら，できるだけ軽くして時間遅れをなくすことができるように発電負荷を調節
することも考えられる．  
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図 3-11 波周期が最大出力係数に与える影響 
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 3.3.6 運動方程式による検討 
 波浪上でのプラットフォーム上下振動運動をシミュレートするため，簡易的な運動
方程式を導入する． 
（1）フロートの振動モデル導出 
図 3-12 にフロートの振動モデルを示す．ここに，静水面にフロートを浮かべた時
のフロートの喫水を hF，フロートと波の絶対変位をそれぞれ xF，xWF，フロートの復
元力係数を kF，フロートの減衰係数を cF，波の振幅を aW，波の角速度をWとする． 
 
波の変位 tax WWWF sin として，フロートの振動方程式を式(3-6)示す．ここに，付
加質量を mFadd，フロートの質量を mFとする． 
   FWFFFWFFFFFFaddF hxxkxxcgmxmm  )(   (3-6) 
 静水時のつり合いの式 FFF hkgm  より， 
  WFFWFFFFFFFFaddF xkxcxkxcxmm     
 tax WWWF sin ， tax WWWWF  cos より， 
  taktacxkxcxmm WWFWWWFFFFFFFaddF  sincos    (3-7) 
 ここで，式(3-7)の特解を求めるため，解を tBtAx WWF  sincos  と仮定すると，
tBtAx WWWWF  cossin  ， tBtAx WWWWF  sincos
22  より， 
hF kF cF 
aW 
xWF 
xF 
図 3-12 フロート振動モデル 
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    
  taktactBtAk
tBtActBtAmm
WWWWWWFWWW
WWWWFWWWWFaddF


sincossincos
cossinsincos 22


 
そして， twcos と twsin の係数比較を行なう． 
  
   WFFFWFaddFW
WWFFFWFaddFW
akBkcAmmB
acAkcBmmA




2
2
  
 不減衰固有角振動数を
FaddF
F
n
mm
k

 ，振動数比を
n
W
F


  ，臨界減衰係数を
  FFaddFc kmmc  2 ，減衰比を
c
F
F
c
c
 とすると， 
 
   
    
   222
22
222
3
21
12
21
2
FFF
FFFW
FFF
FFW
a
B
a
A










 
 
 よって，式(3-6)の解は， 
 
   
t
a
x W
FFF
FFW
F 


cos
21
2
222
3


  
    
   
t
a
W
FFF
FFFW 


sin
21
12
222
22


  
(3-8) 
 なお，十分に振動が安定した状態を対象とするため，減衰振動の項は無視した．
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（2）フロートの復元力係数の算出 
上記した式におけるフロートの復元力係数 kFを以下のように求めた．d をフロート
の直径，h をフロートの喫水とすると，フロートの喫水体積 VF(h)は， 






 32
3
1
2
)( hh
d
hVF   (3-9) 
 よって，フロートの浮力 FF(h)は式(3-10)で表せる． 






 32
3
1
2
)()( hh
d
ghgVhF FF   (3-10) 
 ここで，
dh
hdF
k FF
)(
 より， 
 2hdhgkF    (3-11) 
静水面にフロートを浮かべた時のフロートの喫水を hF とし，復元力係数は喫水の
変化に対して線形であると仮定すると，フロートの浮力 FF’(h)は式(3-12)で表せる． 
 hhdhghF FFF 2)(    (3-12) 
例えば，フロート径 d = 200 mm，フロート質量 mF = 2.0 kg とすると，式(3-10)より
喫水 h = 0.010 m となる．よって式(3-11)より kFは 307 N/m となる．このとき，図 3-13
に式(3-10)と式(3-12)の比較を示す．線形近似によって多少の誤差が生じるが，喫水は
±0.03m 程度の範囲で推移するため，妥当であるとした． 
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図 3-13 フロートの浮力 
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（3）フロートの付加質量と減衰係数の算出 
 図 3-2 の実験水槽より強制振動実験を行い，フロートの付加質量 mFadd と減衰係数
cFを求める．一例として，フロート径 d = 200 mm，フロート質量 mF = 2.0 kg，復元力
係数 kF = 307 N/m，周期 tW = 0.76 sec での実験結果を図 3-14 に示す．Excel のソルバー
機能を利用しプロット点の実験結果と理論解 xFを一致させ，mFadd = 1.2 kg，cF = 20.8 
N/(m/s)を得た． 
 
 
図 3-14 フロートの強制振動 
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（4）プラットフォームの振動モデル導出 
図 3-15 にプラットフォームの振動モデルを示す．ここに，プラットフォーム，フ
ロート位置の波，オリフィス位置の波の絶対変位をそれぞれ xP，xWF，xWO (=xWout)，
オリフィスの減衰係数を cOとする． 
 
プラットフォームの振動方程式を式(3-13)示す．ここに，プラットフォーム質量を
mP，静水面にプラットフォームを浮かべた時のプラットフォームの喫水を hPとする．
また，プラットフォーム中央部での波変位 xWOはフロートの位置の波変位 xWFに対し
て逆位相であるため，フロート位置の波変位 tax WWWF sin ，オリフィス位置の波変
位 tax WWWO sin とした．プラットフォームはフロート 4 つから構成されるため，
付加質量 mFadd，減衰係数 cF，復元力係数 kFをそれぞれ 4 倍とした． 
  )(44 WFPFPPFaddP xxcgmxmm    
 WOPOPWFPF xxchxxk   )(4  
(3-13) 
 静水時のつり合いの式 PFP hkgm 4 より， 
   PFPOFPFaddP xkxccxmm 4)4(4   
WOOWFFWFF xcxkxc   44  
 
 tax WWWF sin ， tax WWWWF  cos ， tax WWWWO  cos より， 
図 3-15 プラットフォームの振動モデル 
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   PFPOFPFaddP xkxccxmm 4)4(4   
tactaktac WWWOWWFWWWF  cossin4cos4   
(3-14) 
 ここで，式(3-14)の特解を求めるため，の解を tBtAx WWP  sincos  と仮定すると，
tBtAx WWWWP  cossin  ， tBtAx WWWWP  sincos
22  より， 
  tBtAmm WWWWFaddP  sincos4 22   
    tBtAktBtAcc WWWWWWWOF  sincos4cossin)4(  
tactaktac WWWOWWFWWWF  cossin4cos4   
そして， twcos と twsin の係数比較を行なう． 
  
   WFFOFWFaddPW
OFWWFOFWFaddPW
akBkccAmmB
ccaAkccBmmA
44)4(4
)4(4)4(4
2
2




  
 
 不減衰固有角振動数を
FaddP
F
n
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k
4
4

 ，振動数比を
n
W
F


  ，臨界減衰係数を
  )4(42 FFaddPc kmmc  ，フロートの減衰比を
c
F
F
c
c4
 ，オリフィスの減衰比を
c
O
O
c
c
 すると， 
  
    
    
    222
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





 
 
 よって，式(3-13)の解は， 
  
    
t
a
x w
FOFF
FOFFOW
P 


cos
21
24
222
3










  
    
    
t
a
w
FOFF
FFOFW 


sin
21
14
222
2222










  
(3-15) 
 なお，十分に振動が安定した状態を対象とするため，減衰振動の項は無視した．こ
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こで式(3-15)より，振幅比応答倍率 aP/aW (= AP)，波とプラットフォーム位相差は以下
の通りである． 
WW
P
a
BA
a
a 22 
  (3-16) 
B
A1tan  (3-17) 
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（5）オリフィスの減衰係数の算出 
上記(3)と同様，強制振動実験により減衰係数 cOの算出を行なった．フロート径 d = 
200 mm，プラットフォーム質量 mP= 10.2 kg，復元力係数 kF = 307 N/m，周期 tW = 0.76 
sec，オリフィス絞り比 AR = 0.024 での実験結果を図 3-14 に示す．ここに，フロート
の付加質量 mFadd = 1.2 kg，減衰係数 cF = 20.8 N/(m/s)は上記(3)で求めた値を用いた． 
上記と同様ソルバー機能を利用し，それぞれ絞り比 AR = 0.598，0.024，0.003 のと
きオリフィスの減衰係数 cOは，それぞれ 59.1 N/(m/s)，91.2 N/(m/s)，146 N/(m/s)であ
った． 
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図 3-16 プラットフォームの強制振動(AR = 0.024) 
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（6）プラットフォーム挙動予測 
図 3-17 にW/nに対する振幅比応答倍率 aP/aW (= AP)，図 3-18 にW/nに対する波
とプラットフォームの位相差の計算結果を示す．運動方程式を適用することで，異
なった波の周期におけるプラットフォームの振幅や位相差の変化を大まかに予測す
ることが可能となり，好適なプラットフォーム設計への手助けとなる．付加によらず
W/n が小さいときは小さく，aP/aW は大きくなる．すなわち，波周期の大きい場所
を設置場所として選定し，プラットフォーム重量を軽くした方が良い． 
本項では，オリフィスの減衰係数を実験により求めたが，ランナを搭載した場合以
下のように求められる．ここに，cRをランナの減衰係数，FRをランナに働くスラスト
力，vZinを流入流速，PRをランナ入口・出口静圧差，ARをランナの投影面積とする． 
Zin
R
R
v
F
c   (3-18) 
RRR APF   (3-19) 
上記の値はランナの性能曲線によりすべて算出することができる． 
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図 3-17 振幅比応答倍率 aP/aW 
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図 3-18 位相差 
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3.4 波長変化への対応 
 3.4.1 波周期及び波長の変化が出力に与える影響 
実海域上では，常に波長，波高は変化する．過去の調査記録や国土交通省のナウフ
ァスによると，例えば，和歌山南西沖の波長は一週間で 20m 程度変化し．また，一日
に約 50 m 変化するときもある(46)[図 3-19，波周期と波長の変換に深水波の式（= g 
tW
2
/2，: 波長，tW: 周期）を用いた]． 
そこで，プラットフォームのフロート間距離と波浪 1 波長が異なるときのプラット
フォームの挙動と出力を図 3-20 に示す．フロートを 1 波長に追従させて /l =1（l： フ
ロート間距離）に保った結果（フロート間距離と波長が一致するとき）を波線，l = 870 
mm 一定にして波周期 tW（波長）を変えた結果（ /l ≠ 1，フロート間距離と波長
にずれが生じるとき）を実線で示している．このとき実験で用いた波の諸言は表 3-1
と同様である． /l =1 のとき，波周期が長くなるにつれてケーシング内の水面の上下
振動に対するプラットフォームの追従性が良く，ケーシング内最大速度 vZin maxが速く
なるため，プラットフォーム振幅 AP が一定であるにも関わらず平均出力係数 CPM が
波周期とともに大きくなる．  
図 3-21に波長変化が最大プラットフォーム傾き角度max（図）と出力低下CPMloss
（図 3-20 における破線と実線の差）に与える影響について示す． /l が大きくなるに
つれ傾き角度maxは大きくなり，出力低下 CPMlossも大きくなる．フロート間距離と波
の波長の間に 30%のずれがある際でも出力が取り出せるが，このとき，最大 16%の出
力低下が発生する．すなわち，フロート間距離と波長にずれが生じることは出力を減
少させる要因となるため，フロートの形状やプラットフォームの骨組みを変えるなど
して波長の変化に対応出来るシステムを考案することが望まれる． 
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図 3-19 和歌山南西沖の波長変化（2010.04.13） 
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図 3-20 波周期の変化による出力への影響 
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図 3-21 最大プラットフォーム傾き角度と出力低下の関
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図 3-22 プラットフォーム傾き角度 
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 3.4.2 フロート間距離調節機能 
 前項で明らかにしたように，フロート間距離と波長にずれが生じるとき，出力が低
下する．そのため，プラットフォームの望ましい姿は，一対のフロート位置が波長の
変化に追従し，常に，最大振幅状態を保ち，ランナに最大入力を与えることである．
波長に合わせてフロート間隔を調整する方法として，能動的，受動的方法が考えられ
る． 
能動的：剛体フレームに可動部を設けて，外部電力により有義波高に合わせてフロ
ート間距離を調節する．新たに駆動部を設置する必要があり，経済性が悪くなる．可
動部機構については SeaGen 潮流発電装置(10)のメンテナンス機構が参考になろう． 
受動的：フロート形状やプラットフォームそのものの骨組みを最適化する，あるい
は図 3-23 に示すようにフレキシブルワイヤによるフロート係留などの自動調節を行
う．重力と浮力を考えると下降時の追従性は確保できそうであるが，それが上昇時に
まで保持できるか否かがキーポイントとなる．前者と比較して安価である． 
 
図 3-23 フレキシブルワイヤによるフロート間距離自己調節機構 
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 3.4.3 フロート間距離調節機能利用時の設計方針 
 前項で述べたように，フロート間距離を波長に合わせて変化させることでプラット
フォームが常に上下振動運動のみをすることが可能である．そこで，項 3.3.4 で示し
た二つの設計点①プラットフォーム振幅が極大値をとるとき，設計点②プラットフォ
ーム重量が軽いときについて，フロートが波長変化を捉えつつ，波周期，オリフィス
負荷が変化したときのプラットフォーム挙動・出力について議論する． 
 ここで，設計点①（D = 0.22, AR = 0.024，wP/fB = 0.624），設計点②（D = 0.25, AR = 
0.024，wP/fB = 0.381）は図 3-10 において出力係数がほぼ同様となる点を用いた． 
 
（1）周期（波長）変化 
図 3-24 に周期変化がプラットフォーム振幅，出力に与える影響を示す．実験では
周期を tW = 0.76 sec から変化させた．前述したように，周期が小さいほど位相遅れが
大きくなるため，設計点②の時，周期が小さくなるとき出力係数 CPMが減少するが，
周期が大きいとき，出力は減少しない．すなわち，大きな周期変化が生じる実海域に
おいてはプラットフォームを軽くした方が出力を保つことができる．また，設計点②
の振幅の変動は設計点①よりも小さく，係留の立場から優位である． 
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図 3-24 波周期変化の影響 
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（2）オリフィス絞り比の影響 
 海洋構造物や生簀における補助電源，離島での電力を想定すると，運転中に負荷が
変化する．そこで，図 3-25 にオリフィス絞り比，すなわち発電負荷の変化がプラッ
トフォーム振幅と出力に与える影響を示す．実験ではオリフィス絞り比を AR = 0.024
から変化させた． 
設計点①と設計点②でプラットフォーム振幅 APと出力係数 CPMは同様の傾向を示
す．負荷が最適負荷（AR = 0.024）からずれると，プラットフォーム振幅は変化しな
いが，出力係数は大きく減少する．すなわち，ランナ負荷をできるだけ一定に保つこ
とが望まれる． 
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図 3-25 オリフィス負荷変化の影響 
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3.5 結言 
 プラットフォームの挙動に着眼し，プラットフォームが上下振動運動するときのプ
ラットフォーム挙動と出力特性について実験的，理論的に調べ，設計指針を得た．ま
た，フロート間距離と波長にずれが生じるときについて出力特性を調べ，フロート間
距離調節機能の必要性を論じた．本章で得られた成果は以下の通りである． 
 
(1) 理想状態の波浪（常にプラットフォームが上下振動運動のみ行う場合）における
水槽実験で，浮遊式プラットフォームの挙動と出力特性を把握し（発電負荷はラ
ンナ代わりにオリフィスの損失動力で代役），波浪と逆位相で上下するプラット
フォームは，上昇時より重力効果が得られる下降時の方が高出力となることを確
認した． 
(2) 高出力が期待できるプラットフォームの一設計指針を提案した．すなわち，プラ
ットフォーム重量をできるだけ軽くして波への応答性を良くする．あるいは，プ
ラットフォームの共振点が近くなるように，発電負荷に適したプラットフォーム
質量，フロート浮力を調節することが重要である．そのとき，波長に対して約 20%
のフロート径を用いればよい． 
(3) 運転方程式を用いた好適なプラットフォーム設計の可能性を見出した．また，運
動方程式によると，本発電ステーションは波周期の大きい場所を設置場所として
選定するのがよい． 
(4) 実海域の波浪を考慮し，フロート間距離と波の波長の間に 30%のずれがある際で
も出力が取り出せることを確認した．このとき，実験の範囲内では最大 16%の出
力低下が発生する． 
(5) 能動的あるいは受動的フロート間距離調節機能により，波の変化に対してプラッ
トフォームが常に上下振動運動のみすることが可能である．このとき，プラット
第 3 章 プラットフォームの挙動 
79 
フォーム重量を軽くすることで係留コストの低減が期待でき，また，ランナ負荷
をできるだけ一定に保つことが望まれる． 
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4.1 諸言 
 前章では，オリフィスを負荷として代役し，プラットフォームの挙動と出力を評価
した．本章では，初期段階として，シングルウェルズタイプランナユニットを浮遊式
プラットフォームに搭載したときの出力とランナ特性を評価する．また，本ランナケ
ーシングは集水装置の役割を持つため，出力に大きな影響を与えると考えられる．そ
こで，ランナをケーシングに収めたときと，ケーシングを設けない場合について，ケ
ーシングが出力に与える影響を明らかにする．このとき，汎用数値解析ソフト
ANSYS-CFX15 を用いてランナの(1)始動運転時，(2)最高効率運転時，(3)最大流速運
転時について内部流れを解析し，タンデムランナ設計の手がかりを得る．なお，ケー
シングあるいは集積装置の効果については水車(47)や風車(48)などで，様々な研究がおこ
なわれ出力向上が報告されているが，ウェルズタービンを対象とした報告はこれまで
にない． 
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4.2 ランナケーシングの影響（回転速度変動運転） 
 4.2.1 シングルランナの搭載 
モデルパワーユニットを図 4-1 に示す．このユニットを図 3-1 に示すオリフィス部
に搭載し，可変抵抗器によりランナ負荷を変化させ，電圧計により電圧を計測し出力
を算出した．本章では，波周期を tW = 0.74 sec，波長を = 870 mm に保ちフロート間
距離と一致させることで，ステーションが上下振動運動するときを対象とした．ここ
で，初めてランナを搭載し，ランナの吸収動力を評価することができるため，プラッ
トフォームでなくステーションと呼ぶこととする．図 4-2 に示す供試ランナは，翼弦
長 lchord = 45 mm，翼枚数 4 枚のウェルズタイプランナである．また，ランナ効率と起
動性はトレードオフの関係にあり，ランナの起動性は，翼厚の大きいほど良く(49)，翼
端すきまが大きいほど良い(50)ため，本研究ではランナ起動性を優先して翼型を翼厚の
暑い NACA0028 とし，翼端すきまをウェルズタービンとしては比較的大きい 1 
mm(s/dcasing≒1/150，s: 翼端隙間，dcasing: ケーシング内径)とした．  
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図 4-1 モデルパワーユニット 
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図 4-2 供試ランナ 
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 4.2.2 シングルランナを搭載したステーションの挙動 
図 4-3 にステーションが上下振動運動をするときのステーション挙動を示す． XP
と XWoutについては図 3-5 と同様の挙動を示すが，ランナがプラットフォームの振動に
対応して負荷を得るため XWin は XP とほぼ同位相で振動している．そのとき，プラッ
トフォームとケーシング内の波との相対速度 vZin は vZout と比較して明らかに小さい． 
 また，図 4-3 に回転速度 n を示す．回転速度はステーション上昇時と下降時に vZout
の増加に伴って増加し，ステーションが最上点・最下点にあるとき，vZout = 0 となる
ため低下する．また，ステーション上昇時と下降時のランナの減衰力の違いにより，
不規則な回転速度変動となる．ここで，図 4-3 にステーションが上昇するとき，下降
するときの回転速度増加量をそれぞれnup，ndown と定義し，図 4-4 にステーション
重量が回転速度増加率nup / ndownに与える影響を示す．ステーションが下降する際は
重力が進行方向に作用するので，ステーションの加速度は大きくなる．一方，ステー
ションが上昇する際，重力が進行方向と逆向きに作用することでステーション加速度
は小さくなる．この違いが回転速度の増加率を決定し，ステーション重量が重いほど
nup / ndownは大きくなる．回転速度変動を小さく保つ場合，ステーション重量を軽く
する必要があるが，回転速度は慣性モーメントやランナの出力に影響を受けるため，
慎重に調査し評価すべきである． 
ここで出力係数 CP を式(4-1)に定義する．PR は発電機出力（= E
2
/R，E: 電圧，R:
抵抗値）と機械損失を加味したランナ出力，PWは進行波がパワーステーションに与
えるエネルギーである[式(3-3)]．出力係数 CPはわずかに変動しているが，図 3-5 と
比較して，ランナの慣性力により平滑化されている．本項では，CP，n をそれぞれ
時間平均した CPM[式(4-2)]，nMを用いて議論する．  
W
R
P
P
P
C   (4-1) 

Wt
W
R
W
PM dt
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0
1
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第 4 章 ランナケーシングの影響 
 86 
図 4-3 ステーションの挙動 
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図 4-4 回転速度増加率 
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 4.2.3 ケーシングを取り除いたステーションの挙動 
図 4-5 にケーシングを取り除いたときのステーションと波の時系列を示す．ここに
XWout(= xWout/aW)はステーション中央部における波の無次元変位を示す．このとき，平
均回転速度 nMを図 4-3 と同値になるよう抵抗を調節した． 
ケーシングを設けた場合と同様に XPは XWoutと逆位相で振動していることがわかる．
XPと XWoutの相対速度 vZoutは図 4-3 と同様の傾向を示し，vZinよりも速くなる．すなわ
ち，ランナに流入する流量はケーシングを取り除いた場合の方が大きくなる．また，
ケーシングによるランナの減衰力が影響しないため，回転速度 n は規則的な周期変動
を示す． 
ケーシングを取り除いた場合，ランナは開放型であるため動圧のみを利用する高比
速度型のランナとして作用する．この時，ランナは軸方向流れだけでなくそれと垂直
な方向の流れも利用できる(51)．軸方向と垂直の方向の流れを考える時，上流に面した
翼は揚力が抗力に比べはるかに大きいため流れと逆向きのランナ回転方向の力を発
生させ，下流に面した翼は抗力に依存したランナ回転方向の力を発生させる．回転速
度増加時には，上流・下流に面した翼は揚力により回転方向の力を発生させる(52)．  
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図 4-5 ケーシングを取り除いた場合のステーション挙動 
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 4.2.4 ランナ回転速度がステーション挙動と出力に与える影響 
図 4-6 にケーシングを設けた場合と取り除いた場合について無次元回転速度 NM (= 
utip / aWW, utip: ランナ二乗平均半径位置における周方向速度)がステーション振幅 AP，
平均出力係数 CPM，ランナ部平均流量 QM [= (vZinまたは vZout)*AR，AR: ランナ投影面
積]に与える影響を示す．今回の範囲では NM の変化による APへの影響はほとんど見
られない．ケーシングを取り外した場合，振幅 APが変化しないため，流量 QMも変化
しないが，ケーシングを設けた場合，NM が増加に伴い，ランナがケーシング内部の
流れを妨げるので，NMが増加すると QMは減少する．以上のことから，ケーシングを
設けたランナは反動型ランナとして働き，速度ヘッドが圧力ヘッドに変換されている
と予想できる．また，図 4-6 によりランナに最適な平均回転速度 NM と平均流量 QM
そのときの最大出力係数 CPMがわかる． 
図 4-7 に平均回転速度 NMに対する最大出力係数 CPMmaxを示す．なお，CPMmaxは図
4-6 における CPMの最大値であり，ステーション重量を変化させることで CPMmaxをと
る回転速度 NM を変化させた．ケーシングを取り除いた場合，出力係数は回転速度に
対してあまり変化しないが，ケーシングを設けた場合，出力係数が回転速度の変化に
対して敏感である．これはランナ失速現象が影響していると考えられ，後項で詳しく
議論する．またすべてのステーション重量において，ケーシングを設けたときの方が
出力係数 CPMmaxは大きく，ケーシングは出力の向上に寄与するといえる． 
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図 4-6 回転速度がステーション挙動と出力に与える影響 
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図 4-7 ランナ回転速度が最大出力に与える影響 
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4.3 ランナケーシングの影響（回転速度一定運転） 
 4.3.1 実験装置 
次に，ランナ回転速度を一定に保ち実験を行うことで，ランナの性能を詳しく解明
することにする．発電ユニットのモデルを図 4-8 に示す．ランナの性能について詳し
く考察するため，図 4-1 のユニットにトルク計を搭載し，電圧 E を調節し回転速度一
定運転を行った．本実験では，系統連携のことを考慮して回転速度 n = 60 min-1（以下
「定格回転速度」）とした．また，本項においてもステーションが上下振動運動のみ
するときを対象としている． 
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図 4-8 トルク計を搭載したモデルパワーユニット 
 
DC Generator 
Coupling 
Tachometer 
Runner Casing 
Wells type runner 
Torque meter 
DC power supply 
Electric circuit 
第 4 章 ランナケーシングの影響 
 95 
4.3.2 ランナケーシングが出力に与える影響 
図 4-9 にケーシングを搭載したときとケーシングを取り除いたときのステーション
挙動を示す．xP，xWはそれぞれ静止状態の水面を基準にしたステーションの振幅，ス
テーション中央部における波の振幅，vZは相対速度[=xW - xP)/t]，添え字 in，out
はそれぞれケーシングの内側，外側の値を示す．同時に添え字 out にはケーシングを
取り除いた際のステーション中央部における波の振幅も与える．相対速度 vZoutはステ
ーションが上昇・下降するときに速くなり，最高速度は 0.45 m/s となる．しかし，ケ
ーシング内で上下する波 xWinはステーションに幾分遅れて振動し，ケーシング内の最
高速度 vZinは 0.3 m/s である．  
出力はステーションの振動に伴って変動するため，出力の時間平均 CPM，C’PMをそ
れぞれ式(4-2)，式(4-3)に定義する．ここで，PRは機械損失を除いたランナ出力(= T, 
T: ランナトルク，: ランナ角速度)，PWは幅が持つ波のエネルギーを示すが，式(3-3)
の幅 B にランナチップ径（dtip）を適用することで，ランナ効率を評価した．また，
ダッシュ記号は実海域を想定した波エネルギー式を表す(53)．ケーシングを搭載した場
合 CPM = 0.121，C’PM = 0.243 ケーシングを取り除いた場合 CPM = 0.112， C’PM = 0.224
となる． 
 

Wt
W
R
W
PM dt
P
P
t
C
0
1
 (4-3) 
tipWWW dth
g
P 2
2
64

  (4-4) 
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図 4-9 ケーシングがステーション挙動に与える影響 
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4.4 ランナ周りの流れ 
4.4.1 供試ランナの性能 
本ランナは往復流中で作動するものであるが，通常の波の周期のもとで作動するウ
ェルズランナの流れは準定常流として取り扱えることが確認されている(54)．そこで，
市販の汎用流体解析コード ANSYS-CFX15（付録 B）を用いて準定常の流れを予測し
た． 
図 4-10 にケーシングを設けた場合とケーシングを取り除いた場合の解析モデルを
示す．ランナ 1 ピッチ分流路を計算領域とし，境界条件として，入口に流速 vZinある
いは vZout，出口断面に一定静圧を与え，翼列間は周期境界とした．ケーシングを設け
た場合，上流・下流流路を含む一つの回転領域で構成され，ケーシング壁面を滑りな
し条件とした[図 4-10(a)]．ケーシングを取り除いた場合，図 4-10(b)に示すように解析
領域はランナを含む回転領域とそれを覆う静止領域で構成され，領域間で流れが受け
渡されるように設定した．また，外部境界は流体の出入りが自由な開放境界とした．
解析領域には構造格子を作成し，ランナブレード周りには O-grid を適用し，総ノード
数はケーシングを設けた場合約 56 万点，ケーシングを取り除いた場合約 61 万点であ
るが，壁面境界層の挙動がシミュレートできるように配慮した． 
供試ランナの性能曲線を図 4-11 に示す．ランナ回転速度 n を 60 min-1に保ち，前項
より 0≦vZin≦0.3 m/s，0≦vZout≦0.45 m/s の範囲内で流入速度を変化させた．ケーシン
グを設けた場合，トルク T は，vZin = vZout = 0（迎角 0 deg.）における負の値から流速
の増加に伴って増加するが，失速のためわずかに低下し，その後再び増加する．その
ため，式(4-5)に定義する効率は失速直前(vZin = 0.15 m/s)で最高効率最大効率 53%をと
る．対して，ケーシングを取り除いた場合，失速によるトルクの低下は確認されず，
式(4-6)に定義する効率は vZout = 0.45 m/s のとき最大効率 11%となる．  
gQH
T


   (4-5) 
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3
2
1
ZoutRvA
T


   
(4-6) 
ここに，Q は体積流量，H はランナ入口・出口の全圧差，ARはランナの投影面積で
ある． 
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図 4-10 シングルランナの解析領域 
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図 4-11 シングルランナの性能 
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4.4.2 始動運転時 
図 4-12 はランナ始動運転時に近い回転速度 n ＝5 min-1おける，vZin = vZout = 0 m/s
の速度境界面を示し，内側は負，外側は正の軸方向速度領域である．ここに，入口速
度は図 4-9 での最大速度を適用し，ケーシングありについては vZin = 0.3m/s，ケーシン
グなしについては vZout = 0.45 m/s とした．二乗平均半径位置での迎え角はケーシング
ありの場合 84°，なしの場合 86°と非常に大きいため，負圧面全域に大規模な剥離が
生じる．さらに，圧力面ハブ位置では角で流れが停滞することにより逆流が生じる．
ケーシングなしの場合，軸方向速度が上流側ハブ位置で大きく減少するため，ケーシ
ングありの場合と比較してその領域は顕著である．また，図 4-12(b)に示すチップを過
る負圧面から圧力面での漏れ流れは翼端渦に連なる．このときのランナトルク T はケ
ーシングを設けた場合 0.019 Nm であり，ケーシングを取り除いた場合 0.011 Nm より
大きく，ケーシングは起動性の向上に寄与する． 
 
 
図 4-12 始動運転時の速度境界面 
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4.4.3 最高効率運転時 
図 4-13 に定格回転速度時 n = 60 min-1における，vZin = vZout = 0 m/s の速度境界面を示
す．入口速度を図 4-11 において最高効率をとる条件，vZin = 0.15 m/s，vZout = 0.45 m/s
とした．この時，翼弦長とランナチップ位置の相対速度から算出したレイノルズ数は
ケーシングありの場合 2.2 × 104，ケーシングなしの場合 3.2 × 104であり，実機より小
さいが流れの状態を掴むことはできる．二乗平均位置の迎角がケーシングありの場合
23 deg.，ケーシングなしの場合 39 deg.と小さくなるため，図 4-13(a)の逆流域は図
4-12(a)と比較して明らかに減少し，高出力を裏付けている． 
このときの M1・M2 断面（図 4-13）の流れ状態を図 4-14 に示す．ここに，R はケ
ーシングを設けた際の流路幅で無次元化したハブ壁面からの距離，VZ，VRはそれぞれ
周方向平均し，vzin あるいは vzout で無次元化した軸方向速度，半径方向速度である．
また，式(4-7)で定義される角運動量 L を図 4-14 に示す． 
 vvrL Z
22  (4-7) 
ここに，r は半径，vZ は軸方向速度，vは旋回方向速度を示す．ケーシングを設け
た場合，M1 ではケーシング方向，M2 ではハブ方向の半径速度成分 VRを持ち，ケー
シングなしの場合と比較して，ケーシングが半径方向速度を抑制するため，小さくな
る．また，半径位置 R < 0.9 での角運動量 L の増加はランナトルクの発生を示してい
る．しかしながら，ランナチップ部では負の角運動量をもち，ランナ回転方向と逆方
向のトルクが生じていることを示している．このとき，図 4-15(a)に示すように前縁か
ら後縁に進むにつれ遠心力の影響でハブからチップに向けた流れが生じ，後縁から剥
離しチップ側に集積した流れが前縁方向に流れる (55)．なお，図 4-15 は翼表面から 1 
mm 位置の速度から算出した負圧面表面流線である．これに対して，ケーシングを取
り除いた場合，図 4-15(b)に示すようにハブからチップに向けた流れは半径方向に流出
するため，図 4-14(b)に示すように M1，M2 で外向きの半径方向速度が目立ち，ラン
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ナ入口と出口で連続の関係が成り立たない．このような流れは角運動量 L に影響を与
え，ケーシングを取り除いた場合の角運動量 L は，ケーシング設けた場合の L よりも
小さくなる．また，M2 での軸方向速度 VZの減少は，タンデムランナを想定した場合，
後段に流入する流量は著しく小さくなることを意味し，タンデム運転時にはランナケ
ーシングが必要不可欠であると言える． 
図 4-13 最高効率運転時の速度境界面 
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図 4-14 最高効率運転時の内部流れ 
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図 4-15 最高効率運転時の負圧面流線 
 
L.E. 
Rotating 
direction 
Tip Hub 
Flow 
T.E. 
L.E. 
T.E. 
Tip Hub 
Rotating 
direction 
Flow 
(a) ケーシングあり 
 
(b) ケーシングなし 
 
第 4 章 ランナケーシングの影響 
 106 
4.4.4 最大流速運転時 
図 4-16 に定格回転速度時 n = 60 min-1，入口速度 vZin = 0.3 m/s（図 4-11 での最大流
速点）における，vZin = 0 m/s の速度境界面を示す．二乗平均位置の迎角が 40 deg.と再
び増加するため，図 4-13(a)と比較して逆流域が増加する．このとき，負圧面の流線を
図 4-17 に示す．翼端に沿って前縁方向に進行する流れが成長するため，翼面に渦が
発生し失速する(55)．ウェルズタービンはタービン効率の点から失速迎角以下で作動す
ることが好ましいため(56)，定格回転速度をより速くし，失速点より前で運転する必要
があろう． 
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図 4-16 最大流速運転時の速度境界面 
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4.5 タンデムランナの提案 
4.5.1 解析条件 
タンデムランナの解析モデルを図 4-18 に示す．ここに，ランナ形状は上記のシン
グルランナと同様である．計算領域は前段の回転領域と後段の回転領域から成り立ち，
それらの境界は物理変数の周方向平均値を受け渡すステージインターフェイスを適
用した．この境界条件は相反転方式ランナの解析に有効であることが示されている(57)．
また，前後ランナ軸間距離は参考文献(58)により，68 mm とした．壁面境界層を斟酌し
た計算格子点数は前段回転領域が約 46 万点，後段回転領域が約 48 万点である． 
解析条件は項 4.4.1 と同様であり，前段の回転速度，流入速度は項 4.4.3（最高効率
運転時）と同様 nF = 60 min
-1，vZin = 0.15 m/s に保ち，後段の回転速度 nRについては前
段と同トルクになるよう 54 min-1に調節した．ここでは，ランナの相対回転速度を一
定に保つことが困難なため，インバーターにより出力周波数を調節することを想定し
ている． 
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図 4-18 タンデムランナの解析領域 
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4.5.2 内部流れ 
図 4-19 に vZin = vZout = 0 m/s の速度境界面を示す．前段ブレードと後段ブレードそれ
ぞれから図 4-13(a)と同様の剥離が生じているが，後段には逆流域の影響はない．  
M1-M3 断面（図 4-19）の流れを図 4-20 に示す．本シミュレーションでは前後ラン
ナ間の流れの相互干渉が考慮できないため，M1，M2 での流れ状態は図 4-14(a)の M1，
M2 の流れ状態とほぼ同様となるが，ランナを通過する度に（M2，M3）軸方向速度
VZはケーシング側に大きく偏る．M2での角運動量 Lは図 4-14(a)とほぼ同様になるが，
ランナを通る角運動量変化が前後段で同じとなる必要がある．そのため，M3 での角
運動量 L は L = 0 付近で小さく浪打つが，角運動量 L の半径方向積分は 0 となる．こ
のことは，本ユニットは流れ方向が変わる波浪に対して有効であることを示している．  
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図 4-20 タンデムランナの内部流れ 
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4.6 結言 
初期段階としてプラットフォームにシングルランナを搭載して発電能力を実験的
に確認し，ランナケーシングの影響について議論した．次に，(1)始動運転時，(2)高
効率運転時，(3)最大流速運転時でのランナ周りの流れを数値解析により議論し，タン
デムランナを提案した．主な結果は以下の通りである．  
(1) ケーシングを設けた場合，回転速度は時間で大きく変動し，回転速度変動を小さ
く保つために，ステーション重量を軽くする必要がある． 
(2) ランナをケーシングに収めると，ステーションの上下振動による速度ヘッドが圧
力ヘッドに変換され，低比速度型として作用する．また，ケーシングを設けない
場合は風車のように高比速度型として作用する． 
(3) ケーシングは出力・起動性の向上に寄与する． 
(4) ケーシングを設けた場合のランナ部の流速はケーシングを取り除いた場合の流速
よりも遅くなるが，ランナケーシングは半径方向流れを抑制し，出力を増加させ
る． 
(5) ケーシングを取り除いた場合，ランナ入口と出口で流量が保存されない．そのた
め，タンデムランナにケーシングは必要不可欠である． 
(6) タンデムランナ出口の流れが旋回方向成分を持たずに流出することを数値解析に
より確認し，タンデムランナが流れ方向が変化する波浪発電に有効であることを
検証した． 
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5.1 諸言 
 前章では，数値解析を用いてシングルランナとタンデムランナの内部流れについて
議論し，相反転方式発電ユニットが浮遊式ステーションに有用であることを示した． 
 本章では，相反転ランナに着眼し，引き続き ANSYS-CFX15を用いた数値解析を行
う．まず，実験値との比較を行い数値解析の妥当性を確認した後，翼形状，翼枚数の
違うランナを用意し，シングルランナとして用いたときの性能を把握し，それをタン
デムランナに応用し，相反転方式ウェルズタイプランナの性能を明らかにする． 
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5.2 計算の妥当性 
本研究において，現段階ではウェルズタイプランナモデルを用いた実験は行ってい
ない．そこで，松江工業高等専門学校 高尾 学 准教授らが行った実験(59)と，同じモ
デルの数値解析結果とを比較することにより，本計算結果の妥当性について検証した．
ランナの諸言を図 5-1 に示す．翼枚数は 6枚，翼弦長 lchord = 90 mm，二乗平均半径位
置におけるソリディティ = 0.67，ハブ比 = 0.7 である．実験では作動流体が空気で
あるのに対し，解析では水を用いているが翼弦長を基準とした最高効率点におけるレ
イノルズ数を約 2.5×105と一致させた． 
解析には，市販の汎用熱流体解析コードである ANSYS-CFX15を使用し，離散化に
は有限体積法を用いて三次元準定常解析を行った．本計算では層流，遷移流，乱流領
域が混在していると考えられるため，乱流モデルとして SSTモデルを採用した．境界
条件については項 4.4.1 と同様であるが，格子については構造格子 O-grid ではなく，
便宜上自動生成が容易な四面体格子を基本とする非構造格子を採用し（図 5-2），翼面
には境界層流れを可能な限り再現するため，12層のプリズム格子を配置した．境界層
における計算精度の悪化を防ぐため，プリズム層の全高が境界層厚さを上回るよう設
定し，第一格子点高さ y+ を SST モデルの最適値である 2 以下となるよう設定した．
ここで，y+ は，壁面からの無次元距離を表しており，下記の式で表される．ここで，
uは摩擦速度である． 

yuy   (5-1) 
図 5-3に各流量係数 (= vZin / umean，vZin:流入速度，umean:ランナ二乗平均位置での周
速)に対する効率 ηを示す．ここに，実験をプロット点，数値結果を線で示す．実験
ではタービン回転数を一定に保ち，流量を変化させることにより各流量係数に対す
る効率 ηを測定しているが，数値解析では流量を一定にしてタービン回転数を変化さ
せることで，結果を得た．最高効率をとるの位置が若干高流量側に予測されている
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が，ほぼ同様の最高効率をとり，ウェルズタイプタービンの性能を定性的に推定する
のは可能だといえる．後項の解析モデルについても本項と同様の翼面格子を作成し，
y
+が 2以下になるようにした．
図 5-1 比較用ウェルズランナの諸言 
NACA0020 
lchord 
Casing 
Hub 
Blade 
0.35 lchord 0.65 lchord 
Tip: r = 150 mm 
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図 5-3 実験結果と解析結果の比較 
図 5-2 翼周りの非構造格子 
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5.3 シングルランナの性能把握 
 本項では，タンデム運転に用いるそれぞれのシングルランナについてまず議論する．
図 5-4，図 5-5にタンデム運転に用いる羽根枚数が 4枚のランナ（4枚ランナ），5枚
のランナ（5枚ランナ）を示す．なお，両者のソリディティが同一となるように翼弦
長を決定した．また，参考文献(59)より，ランナの中心線が前縁から 0.35lchordの位置を
通るように羽根を取り付けた．総ノード数はそれぞれ約 41 万点と約 46 万点である． 
 図 5-6に二乗平均半径位置の迎角mean，ランナの効率[式(4-5)]，トルク T を示す．
なお，流入速度 vZin = 0.56 m/s を一定に保ち，回転速度を変化させた．周速比 1/ (=umean 
/ vZin)が小さいことはランナ回転速度が遅いことを意味し，二乗平均半径位置の迎角
meanは周速比が小さくなるにつれ増大する．そのため， 4枚ランナ，5枚ランナでは
周速比 1/が小さくなると，図 5-7に示すように，流れが翼負圧面より剥離（失速）
し，トルク T が急激に減少する．対して，周速比 1/が大きいとき，流れは翼に沿っ
て流れるが，回転速度の増加により粘性による翼面摩擦が大きくなるためトルク T は
周速比 1/の増加に伴いゆるやかに減少する． 
効率は 4枚ランナ，5枚ランナともにほぼ同様の値を示し，4枚ランナの場合，1/ 
= 2.8で最高効率 42%をとり，そのときのレイノルズ数は約 1.8×105となる．また，5
枚ランナの場合，1/ = 2.8で最高効率 46%をとり，そのときのレイノルズ数は約 1.5
×105となる．また，そのときの両ランナの迎角は約 20°であり，それよりも大きくな
ると失速する． 
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図 5-4 4枚ランナ 
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図 5-6 シングルランナの性能 
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図 5-7 翼周りの流れ状態 
 
(a) 4枚ランナ翼周りの流れ状態 
 
(b) 5枚ランナ翼周りの流れ状態 
 
1/ = 1.3 1/ = 4.3 
1/ = 1.3 1/ = 4.3 
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5.4 タンデムランナの性能 
上記した 2種類のランナを用いて前段 4枚ランナ・後段 4枚ランナ(タンデムラン
ナ 4-4)，前段 5枚ランナ・後段 5枚ランナ(タンデムランナ 5-5)としてタンデム運転を
行う．また，前章項 4.5.1と同様，数値解析において，前段の回転領域と後段の回転
領域はステージインターフェイスで接続した．総ノード数はそれぞれ約 61万点と約
74万点である． 
 図 5-8に前段周速比 1/F (= uFmean / vZin)に対する後段周速比 1/R (= uRmean / vZin)，タン
デムランナの効率[式(4-5)，前段入口と後段出口の全圧差を適用]を示す．ここに，
uFmean，uRmeanはそれぞれ前段，後段ランナ二乗半径位置での周速を示す．トルクは後
段の影響をうけず，シングル運転の場合とほぼ同様の値をとる．また，失速時（1/F 
< 2.8）には効率の急減とともに，後段周速比 1/Rが大きく変化する．すなわち，往
復流中で両段のトルクを一致させたまま，失速点をまたがって運転することは困難で
ある．そのため，タンデムランナ運転中に失速しない回転速度を保つことが重要であ
る．シングルランナと同様，タンデムランナ 4-4とタンデムランナ 5-5はほぼ同様の
効率を示し，タンデムランナ 4-4は 1/F = 2.8 のとき最高効率 46%をとり，タンデム
ランナ 5-5は 1/F = 2.8 のとき最高効率 48%をとる．両者ともにシングルランナのラ
ンナ効率より高い値をとる． 
図 5-9にタンデムランナ 5-5の最高効率点（1/F = 2.8）における M1-M3断面（図
4-19）の流れを示す．ここに，Rはケーシングを設けた際の流路幅で無次元化したハ
ブ壁面からの距離，VZは無次元化軸方向速度，は迎角であり，また，L は式(4-7)で
定義される角運動量である．通常，相反転方式のランナでは，前段ランナを通過した
後の旋回方向速度成分は後段ランナに対して迎え角が大きくなるように働くが，今回
の計算条件では，後段ランナの回転速度が前段ランナの回転速度よりも速いため後段
ランナに対する迎え角は小さくなり，後段ランナの失速を防ぐことができる．また，
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翼端隙間における漏れ流れと，ハブからチップ側にかけてソリディティが小さくなる
ことによる影響により，M2断面での軸方向速度VZはケーシング側に大きく偏るため，
広範で後段ランナの迎角が約 15°に保たれる．以上より，M3断面において角運動量を
ハブからチップにかけてほぼ 0に保つことができ，高効率が得られる．このとき，
M3断面の流れが保持する角運動量は 1.17×10-2 Nであり，タンデムランナ 4-4の最高
効率運転時（1/F = 2.8）のM3断面の流れが保持する角運動量 1.65×10
-2
 Nよりも小
さく，タンデムランナ 5-5はタンデムランナ 4-4と比較して高効率が得られると考え
られる． 
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図 5-8 タンデムランナの性能 
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図 5-9 タンデムランナ 5-5の内部流れ 
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5.5 結言 
 商用コード ANSYS-CFX15を用いた数値解析を行い，シングルランナ運転時の性能
を把握するとともに，タンデムランナの性能を明らかにした．本章で得られた結果は
以下の通りである． 
(1) シングルランナを二段にしてタンデムランナとして用いた場合，タンデムランナ
はシングルランナと同一の周速比で最高効率をとる． 
(2) 前段が失速点を迎えると後段の回転速度が大きく変化するため，往復流での運転
中で前段が失速しないように回転速度を調節する必要がある． 
(3) 迎角を小さく保つために後段回転速度は前段回転速度と比較して速くなる． 
(4) 最高効率 48%のタンデムランナを提案した． 
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6.1 本研究で得られた成果 
 本論文は，新たな着想による浮遊式波浪発電ステーションの実用化に向けて， 
I. プラットフォームの設計指針 
II. 発電ユニットに搭載するランナケーシングの影響 
III. タンデムランナの性能 
をまとめたものである． 
 
 以下に本論文で得られた結果を示す． 
 
I. プラットフォームの挙動に着眼し，プラットフォームが上下振動運動するときの
プラットフォーム挙動と出力特性について実験的・理論的に調べ，設計指針を得
た．また，プラットフォームがピッチング運動をするときについて出力特性を調
べ，フロート間距離調節機能の必要性を論じた．得られた成果は以下の通りであ
る． 
 
(1) 理想状態の波浪（常にプラットフォームが上下振動運動のみ行う場合）にお
ける水槽実験で，浮遊式プラットフォームの挙動と出力特性を把握し（発電
負荷はランナ代わりにオリフィスの損失動力で代役），波浪と逆位相で上下す
るプラットフォームは，上昇時より重力効果が得られる下降時の方が高出力
となることを確認した． 
(2) 高出力が期待できるプラットフォームの一設計指針を提案した．すなわち，
プラットフォーム重量をできるだけ軽くして波への応答性を良くする．ある
いは，プラットフォームの共振点が近くなるように，発電負荷に適したプラ
ットフォーム質量，フロート浮力を調節することが重要である．そのとき，
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波長に対して約 20%のフロート径を用いればよい． 
(3) 運転方程式を用いた好適なプラットフォーム設計の可能性を見出した．また，
運動方程式によると，本発電ステーションは波周期の大きい場所を設置場所
として選定するのがよい． 
(4) 実海域の波浪を考慮し，フロート間距離と波の波長の間に 30%のずれがある
際でも出力が取り出せることを確認した．このとき，実験の範囲内では最大
16%の出力低下が発生する． 
(5) 能動的あるいは受動的フロート間距離調節機能により，波の変化に対してプ
ラットフォームが常に上下振動運動のみすることが可能である．このとき，
プラットフォーム重量を軽くすることで係留コストの低減が期待でき，また，
ランナ負荷をできるだけ一定に保つことが望まれる． 
 
II. 浮遊式プラットフォームにシングルランナを搭載して，ランナケーシングの影響
について議論した．ケーシングを設けた場合と取り除いた場合について，以下の
ような特徴をもつ．また，シングルウェルズタイプランナについて，数値解析を
用いてランナ特性を詳しく解明し，次のような知見を得た． 
 
(1) ケーシングを設けた場合，回転速度は時間で大きく変動し，回転速度変動を
小さく保つために，ステーション重量を軽くする必要がある． 
(2) ランナをケーシングに収めると，ステーションの上下振動による速度ヘッド
が圧力ヘッドに変換され，低比速度型として作用する．また，ケーシングを
設けない場合は風車のように高比速度型として作用する． 
(3) ケーシングは出力・起動性の向上に寄与する． 
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(4) ケーシングを設けた場合のランナ部の流速はケーシングを取り除いた場合の
流速よりも遅くなるが，ランナケーシングは半径方向流れを抑制し，出力を
増加させる． 
(5) ケーシングを取り除いた場合，ランナ入口と出口で流量が保存されない．そ
のため，タンデムランナにケーシングは必要不可欠である． 
(6) タンデムランナ出口の流れが旋回方向成分を持たずに流出することを数値解
析により確認し，タンデムランナが流れ方向が変化する波浪発電に有効であ
ることを検証した． 
 
III. 引き続き，数値解析を用いてタンデムランナの性能を明らかにした．得られた主
な成果は以下の通りである． 
 
(1) シングルランナを二段にしてタンデムランナとして用いた場合，タンデムラ
ンナはシングルランナと同一の周速比で最高効率をとる． 
(2) 前段が失速点を迎えると後段の回転速度が大きく変化するため，往復流での
運転中で前段が失速しないように回転速度を調節する必要がある． 
(3) 迎角を小さく保つために後段回転速度は前段回転速度と比較して速くなる． 
(4) 最高効率 48%のタンデムランナを提案した． 
 
 本論文は，この新たな着想による浮遊式波浪発電ステーションの有効性を実証する
とともに，プラットフォームの設計指針を示した．また，ウェルズタイプランナ周り
の流れの様子を実験的，数値的に把握した上で，タンデムランナを提案し，タンデム
ランナ性能を明らかにした．本論文では，今後の浮遊式波浪発電ステーション開発に
貢献できる基礎的なデータを示したものであると考えられる． 
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6.2 今後の展望と課題 
 浮遊式波浪発電ステーションの開発に向けて，残された課題及び将来の展望につい
て述べる． 
 本論文で，その基本的な特性を明らかにすることができ，今後の浮遊式波浪発電ス
テーションの開発に貢献できる基礎的なデータを示した． 
実用化に向けて残された課題は以下の通りである． 
1. 不規則波におけるステーションの挙動・出力特性の把握：本論文では規則波（波
長，波高，周期が一定の波）を対象にした挙動と出力特性を明らかにしたが，実
海域では不規則波（波長，波高，周期が時々刻々変化する波）が相手となる．そ
こで，その環境に応じたステーション特性を把握するべきである．プラットフォ
ーム挙動の数値計算（付録 C）により，多くのデータを蓄積することで解決でき
ると考えている． 
2. 三次元挙動（ピッチングやダッチロール）の把握：本論文では二次元波を対象と
したため，ステーションがダッチロール運動をする際の出力特性を明らかにでき
ていない．ピッチング運動とダッチロール運動の合成によりステーションに新た
な改良点が必要かもしれない． 
3. 波長変化に対するフロート間距離自動調整機能の具体的システムの実証：フロー
ト間距離の調節方法として能動的方法と受動的方法について提案したが，受動的
調節機能について本論文で実証できず，現在，能動的方法に頼らざるを得ない．
そこで，受動的方法について実験的に実証する必要がある． 
4. 実海域下性能の把握：序論で述べたように，多くの波力発電システムが実証段階
に到達したが，主に故障を原因として商用にたどり着いていない．本システムも
実証試験によって有用性を確認する必要がある．例えば，平均出力 18kW 程度（ラ
ンナ径 600 mm，平均振動速度 2 m/s）の発電ユニットを搭載した実機により実証
第 6章 結論 
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試験を行う． 
 以上の実用的な問題を克服することで，エネルギー政策に貢献できることを期待し
たい． 
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A プラットフォーム挙動の説明図 
 本システムの実施の形態における発電ユニットが、波浪の振幅の 2倍の振幅の水の
移動量を受ける理由について，図 A-1を用いて説明する．図 A-1(I)は，フロートが波
浪の山の位置にある状態，(II)は 1/4 周期後の状態，(III)は 1/2 周期後の谷の位置にあ
る状態を示す．発電ユニットの水面からの位置を b，発電ユニットのフロートからの
高さの差を c，波浪の最大振幅を a とすると，図 A-1(I)の状態では，b＝c-2a，(III)の
状態では b＝c＋2aとなる．したがって，フロートの移動量は 2aであるのに対し，発
電ユニットの移動量は 4aとなり，フロートの 2倍となる． 
一般的には、波浪の周波数を f とすると、フロートと発電ユニットの位置の時間変
化はそれぞれ，a×cos(2ft)，c－2a×cos(2ft)となる．以上より、発電ユニットの位置は
波浪の振幅の 2倍で上下動する． 
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図 A-1 挙動の説明図 
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B CFDコード 
B.1 汎用数値流体解析コード ANSYS CFX 
 ANSYS CFX は回転機械をはじめ数々の機械工学問題に対応している総合 CFD 解
析ソフトである．航空，機械，建築，化学分野はもちろんのことエネルギー，環境，
医療，バイオ分野においても広く活用されている．Navier-Stokes方程式を高速かつ確
実に解くことは CFD 計算の重要な課題であるが，この ANSYS CFX は，全グリッド・
ノードについて全流体力学方程式を同時に解く計算手法を備えている．これは，支配
方程式の各式を順次解いていくことによる収束性の遅れを克服している．この手法は
式間の連成の強い流れに有利であり，特にコリオリ項の強い流れや強い圧力勾配を伴
う高速流れ等に優れた性能を発揮すると考えられる．また，格子作成からポストプロ
セッサまでに対応しており，その格子は非構造格子であるテトラ，ヘキサ，ピラミッ
ド，プリズム形状に適用でき，自動メッシュ生成機能により高品質のメッシュを簡単
に素早く得ることができる．さらにパラレル性能に優れ，省メモリ・高速・高精度・
高ロバスト性を兼ね備えており，グリッドを各プロッセッサーに適した大きさに自動
分割しパラレル計算を行う機能を持ち，構造格子並みの精度・収束性を実現している．
同時に多用な検証を経ており，十分信頼できるものであるといえる．
 144 
B.2 数値計算法 
 Navier-Stokes方程式のような偏微分方程式を空間的に離散化するには，差分法，有
限体積法，有限要素法といった方法がある．ANSYS CFXでは有限体積法を用いてい
る．有限体積法は格子点で囲まれたセル，あるいはコントロール・ボリュームと呼ば
れる領域に変数を配置する．更に隣り合う領域動詞の境界でフラックス（Flux）を評
価し，支配方程式をセルの範囲で積分する．ここでのフラックスの物理的意味はセル
境界を通過する流量である．したがって，保存性が確実なものとなる．時間発展には
後退オイラー法を使用している（General Modeは二次精度，Turbo Modeは一次精度）． 
 こうして Navier-Stokes 方程式からは速度を，連続の式からは圧力を求める．ただし，
連続の式には圧力が含まれていないため Navier-Stokes 方程式と組み合わせて解く必
要がある．ANSYS CFX では Collocated 格子上のアルゴリズムが用いられている． 
 工学的に計算対象となる流れのほとんどが乱流であり，本研究も例外ではない．現
在のところ計算能力の問題により乱流を完全に解析することは不可能である．したが
って，乱流によって生じる応力を速度勾配に比例すると仮定するような乱流モデルを
導入する必要がある．本研究では乱流モデルとして Share Stress Transport（SST）モデ
ルを使用した．Share Stress Transport（SST）モデルは k-モデルと壁面近傍での処理に
優れている k-モデル両者の長所を友好的に生かすため，モデル近傍では k-モデル
を，境界層外での領域では k-モデルを使用するという，2 つのモデルを組み合わせ
たものである． 
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C 数値解析によるプラットフォーム挙動予測 
C.1 諸元 
 第 3章で，プラットフォームが上下振動運動する際に十分な出力を得られることを
示した．しかし，実海域ではフロート間距離と波長を常に一致させることはできず出
力の低下が危惧される．そこで，フロート間距離と波長にずれが生じるときのプラッ
トフォーム挙動の予測を目的としてプラットフォームの運転シミュレーションを導
入する．  
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C.2 プラットフォーム挙動の解析方法(1)(2) 
 プラットフォーム運動解析は自由表面を有する流れを表現し，プラットフォームに
働く力を算出した上で，プラットフォームの挙動を解析する．そのため，以下に示す
解析手法がとられる． 
（1）自由表面解析 
 波のように，液体が空気と接触している場合，その接触面は時々刻々と形状を変化
させ複雑な運動を示す．解析対象領域の計算メッシュは，オイラー的立場では，流体
の運動に対しても固定され，そのメッシュポイントは流体の運動を観察するための点
としての役割を果たすことになる．一方，ラグランジュ的立場では，設定された計算
メッシュのメッシュポイントは，流体の粒子を表すための点とみなすことができる．
したがって，そこから流体が運動するのに伴って，メッシュポイントを流体の流速に
応じて移動させることができる．今回用いるオイラー法では，計算メッシュが初めに
設定されたまま固定されているので，自由表面や界面が時々刻々と変化する移動境界
問題では，その移動を直接捉えることができない．したがって，間接的に自由表面の
移動を表現するための方法を導入しなければならない．そこで，今回の解析では VOF
法(Volume of Fluid Method)を使用した．VOF法とは，計算セル中の任意の点において，
その点が液体ならば 1，液体外(たとえば空気中)ならば 0 となる関数 F を与える．1
つのセルの中の Fの平均値 F によって，セルの状態が判別される． 
 F =1: セルは液体で満たされている． 
 0< F <1: セル内に液体と空気が混在し，自由表面がある． 
 F =0: セル内に液体が存在しない．空気中である． 
各セル内の Fの平均値により各セルの液体の占める割合と，そのセル内に自由表面
があるのかが識別できる． 
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（2）重合格子（Immersed Solid） 
VOF法を用いて造波した波面上にプラットフォームを浮遊させるために，重合格子
（Immersed Solid）機能を用いた．これは，プラットフォームとタンクそれぞれ別々
に格子を作成して格子同士を重ねる手法である．プラットフォームが流体中を移動す
る際に，適切なソース項を用いて，オーバーラップする領域の特定と流体の解の調整
が行われ，固体の存在が反映される．また，タンクのメッシュに直交固定格子を用い
ることができる． 
 
（3）6自由度ソルバー（陰解放） 
プラットフォームの挙動を解析するため，波による流体力をプラットフォームの挙
動に反映させる必要がある．プラットフォームに働く力とモーメントを利用し，プラ
ットフォームの重心について並進運動と角運動を計算する．重心の並進運動を支配す
る方程式は，慣性座標系において式(C-1)で解かれる． 
 GG f
m
v

 1  (C-1) 
ここで， Gv
 は重心の並進運動，mは質量， Gf

は重力ベクトルである． 
また，プラットフォームの角運動 G
 は式(C-2)より解かれる． 
)(1 BBBG LML 
     (C-2) 
ここで，L は慣性テンソル， BM

はプラットフォームのモーメントベクトル， B

は
角速度ベクトルである． 
並進加速度と角加速度が式(C-1)，式(C-2)から計算されると，角速度と並進速度が
数値積分で導出され，プラットフォームの位置が更新される． 
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C.3 造波 
 C.3.1 波の理論式 
図 C-1に造波する進行波を示す．ここに，座標 x（波の進行方向），z（鉛直上向き）
を定め，波高を hW，波周期を tW，波長を，波数を k (= 2/ )，水深を hT，角周波数
を (= 2 / tW)，時間を t とすると，水平方向水粒子速度 u，鉛直方向水粒子速度 w は
それぞれ式(C-3)，式(C-4)となる(3)． 
)sin(
sinh
)(cosh
tkx
kh
zhk
t
h
u
T
T
W
W 



  (C-3) 
)cos(
sinh
)(sinh
tkx
kh
zhk
t
h
w
T
T
W
W 



  (C-4) 
 
z 
hT 
hW 
x 
0 
z = -hT 
u 
w 

図 C-1 波の記号と座標系 
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 C.3.2 進行波の作成 
 図 C-2に図 3-2の実験環境を模擬したタンクの解析モデルを示す．境界条件として，
入口に式(C-3)，式(C-4)による速度，出口に静圧を与えた．またタンク上部は流体の
出入りが自由な開放境界とし，側面とタンク底部は滑りなし条件とした．解析領域に
は構造格子を作成し，プラットフォームを浮かべる領域（解析領域）に関してはメッ
シュを細かくし，それより後流の領域（減衰領域）に関してはメッシュを粗くするこ
とで，メッシュ数の削減した．ここで，減衰領域はプラットフォームが出口の境界条
件の影響を受けないように設けている．  
 図C-3に解析領域の水速度ベクトルを示す．理論式通り粒子が回転運動をしており，
実験での波を模擬していると言える． 
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図 C-2 タンクの解析モデル 
2000 mm （解析領域） 
図 C-3 水の速度ベクトル 
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Progressive wave 
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C.4 プラットフォームの挙動 
図 C-4にタンクにプラットフォームを浮遊させたときの解析モデルを示す．プラッ
トフォームはケーシングとフロートによって構成され，オリフィスなどの吸収動力は
省略した．前述したようにプラットフォームの重合格子を用いて，タンクの解析領域
上にプラットフォームの解析領域を重ね，6 自由度ソルバーによりプラットフォーム
の運動を解析した．また，本解析ではケーシング回転中心は x方向に移動しない． 
3 章図 3-21 に示した波長変化/l（l：フロート間距離）に対する最大プラットフォ
ーム傾き角度maxの結果をここで求めた解析結果と比較したものを図 C-5に示す．解
析結果のほうが実験結果よりも大きな角度を示すが，同様の傾向を示しており定性的
に評価できる．ここに，誤差は解析モデルの簡略化によって生じると考えられる． 
 
図 C-4 プラットフォーム挙動解析モデル 
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図 C-5 最大プラットフォーム傾き角度の比較 
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C.5 不規則波でのプラットフォーム挙動 
 タンク入口の流入条件を変更することによって，様々な波浪上のプラットフォーム
挙動を解析することができる．例えば，図 C-6 に示す波浪条件 xWの場合，プラット
フォーム傾き角度は図 C-6のように変化する．なお xWはケーシング部波面の上下変
位とした． 
図 C-6 不規則波によるプラットフォーム傾き角度の一例 
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C.6 結言 
 プラットフォームの数値計算を導入することによって規則波・不規則波に対するプ
ラットフォーム挙動を予測できることを示した．また，同時に流体力を算出すること
ができ，係留力の予測などに応用が期待できる． 
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